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Ⅰ．概況および組織に関する事項

１．会社概要 （令和８年３月３１日現在）

商 号 健康年齢少額短期保険株式会社

設 立 平成２６年１１月１９日

資 本 金 １７６百万円

資本準備金 １５６百万円

本社所在地 東京都港区西新橋 3-23-6 第一白川ビル１階

２．会社の沿革

平成２６年１１月 健康年齢少額短期保険準備株式会社設立

平成２８年 ４月 少額短期保険業者として、関東財務局登録完了

「関東財務局長（少額短期保険）第７０号」

健康年齢少額短期保険株式会社に商号変更

平成２８年 ６月 「健康年齢連動型医療保険」販売開始

平成２９年 ９月 「やさしい終活保険」販売開始

令和２年 ６月 「令和ながいき医療保険」販売開始

令和５年 １２月 「令和ながいき医療保険」の内容を一部変更し「ながいき医療保険」販売開始

令和７年 ６月 主要株主が「アドバンテッジリスクマネジメント」へ変更

３．経営の組織

代表取締役社長取締役会

監査役

保険計理人

コンプライアンス部株主総会

業務・システム部

お客様サービス部

支払査定部

監査部

コンプライアンス・リスク
委員会

総務管理部

営業部

資金管理部



5

４．株式の状況 （令和８年３月３１日現在）

株式数 発行可能株式総数 ４０，０００株

発行済株式の総数 ３５，４００株

株主数 1 名

大株主名 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

所有株式数 ３５，４００株

持株比率 １００％

５．役員の状況 （令和８年３月３１日現在）

役 名 氏 名 主な兼職先

代 表 取 締 役 大橋 宏次

取 締 役 鹿森 毅

取 締 役 鳥越 慎二 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

取 締 役 坂本 要 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

取 締 役 髙橋 正樹 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント

監 査 役 入江 英彦 株式会社アドバンテッジリスクマネジメント
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Ⅱ．主要な業務の内容

１．取扱商品

当社は、少額短期保険業者として、主に３つの保険商品を取り扱っています。

① 「健康年齢連動型医療保険」

＜商品の概要＞

・日本初！（※）健康年齢で入れる保険 （※）当社調べ

・健康になるほど保険料が安くなる

・持病をお持ちの方でも入りやすい保険

・給付金は上限８０万円

・お手頃な保険料

② 「やさしい終活保険」・「かなえるホケン」

＜商品の概要＞

・シンプルな死亡保険

・手軽な保険料

・簡単な告知で申し込み可能（４つの項目に答えるだけ）

・幅広い年齢層のニーズに対応（２０歳から８９歳まで申込可能）

③ 「ながいき医療保険」

＜商品の概要＞

・日数に関係なく入院一時金を支給

・手術一時金もつけることが可能

・手軽な保険料

・簡単な告知で申し込み可能（５つの項目に答えるだけ）

・幅広い年齢層のニーズに対応（３０歳から８９歳まで申込可能）

２．保険募集の体制

（１）保険募集の方法

インターネットを経由し申込む方法、必要書類を郵送し申込む方法、対面により申し込む方法のいずれ

かにより保険契約の締結の手続きを行います。

（２）代理店登録および届出

代理店が保険募集を行うためには、保険業法第２７６条に基づき、内閣総理大臣の登録を受けることが

必要です。また、保険取扱者が、少額短期保険の募集をするためには、「少額短期保険募集人試験」に合

格し、内閣総理大臣へ登録・届出をしなければなりません。 当社は上記の手続きを完了した代理店を通じ

て、保険を販売しております。
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（３）代理店の教育・管理・指導

当社では保険募集人が適切な保険募集を行えるように、コンプライアンス・保険商品・事務処理・お客様

対応等に関するマニュアルを作成し、代理店に対し、事前教育を実施しております。また、委託後において

もコンプライアンスや保険業法改正に伴う代理店の体制整備等について教育を継続しております。そして、

代理店監査や代理店登録・届出事項の点検等を通じ、代理店の管理・ 指導を行い、適正な保険募集態

勢の維持・管理に努めています。

（４）勧誘方針

当社は保険商品ならびにあらゆる事業活動を通じてお客様に安心と信頼を提供することで、豊かで快適

な社会生活の実現を目指しております。お客様に保険商品の販売・勧誘を行う際には以下に定める行動

指針を遵守し、当社の保険商品にご契約いただくお客様の保護ならびに権利の確保に努めることを宣言し

ます。

１．保険商品の販売にあたり、関係法令を遵守します。

２．保険商品の販売にあたり、お客様のご意向と実情にあった保険商品の提供に努めます。

３．保険商品の販売にあたり、契約前に重要な事項の説明を行い、お客様に商品の内容を正しくご理解い

ただくように努めます。

４．保険商品の販売にあたり、特にお客様からご指定のない限り、お客様にご迷惑をおかけするような時間

場所、方法での勧誘はいたしません。
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Ⅲ．主要な業務に関する事項

１．直近の事業年度における業務の概要

令和７年度の日本経済は、企業収益の改善や賃上げの継続、インバウンド需要の回復などにより、緩や

かな回復基調が続きました。一方で、物価上昇の長期化や人手不足の深刻化、海外経済の不確実性の高

まり等により、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような経済環境のもと、当社においては、既存商品の収益性改善および新たな成長領域の確立に

向けた各種施策を推進いたしました。

既存事業においては、主力商品である死亡保険および健康年齢連動型医療保険について、マーケティ

ング施策の見直しや販売チャネルの再構築を進めるとともに、親会社グループとの連携強化を通じて、企

業向け販売体制の整備および販売機会の創出に向けた取り組みを進めました。また、葬儀保険分野にお

いては競争激化や損害率悪化の影響を受ける中、付加価値サービスの導入等による差別化を図り、収益

性の改善に努めました。

さらに、当社の持続的成長に向けた取り組みとして、新商品である人的資本経営支援に係る費用保険の

開発を進め、当局との折衝および認可申請対応を継続的に実施いたしました。当該商品については、補

償内容や販売体制、料率設計等に関する当局からの指摘事項に対応しつつ、早期の認可取得および販

売開始に向けた準備を進めております。

加えて、グループ連携を前提とした販売戦略の高度化にも注力し、既存商品の企業向け販売体制の整

備および新商品の販売開始に向けた体制構築を進めました。特に、EBプラットフォームの活用方法の検討

や代理店チャネルの拡充に向けた準備を進めるなど、企業顧客向けの販売基盤の整備に取り組みました。

当事業年度における経営成績につきましては、収入保険料は 387,006千円（前年比 100.5％）と微増し、

再保険収入は 95,000 千円（前年比 122.6％）に増加しましたが、支払備金繰入額 16,923 千円の計上や事

業費 192,424 千円（前年比 103.4％）の増加等の影響により、引き続き損失を計上する結果となりました。

また、財務基盤の強化および今後の事業展開を見据え、親会社である株式会社アドバンテッジリスクマ

ネジメントを割当先とする株主割当増資（払込総額 1,000万円）を令和 8年 3月に実施するなど、健全性の

確保にも取り組んでおります。

以上の結果、当事業年度の経常収益は 485,274 千円、経常費用は 503,284 千円となり、経常損失は

18,010千円、当期純損失は18,300千円となりました。なお、当社の保険を取り扱う代理店数は5店となって

おります。



9

２．直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標

（単位：千円、株、％、人）

項 目 令和５年度 令和６年度 令和７年度

正味収入保険料 ３２８，０４３ ３００，３３４ ３０３，９５４

経常収益 ３９１，８５４ ４８７，７６７ ４８５，２７４

経常利益 △２４，５４０ △１９，１１５ △１８，０１０

当期純利益 △２４，８３０ △１９，４０５ △１８，３００

資本金 １７１，０００ １７１，０００ １７６，０００

発行済株式総数 ３４，４００ ３４，４００ ３５，４００

純資産額 ３５，４３５ １６，０３０ ７，７３０

保険業法上の純資産額 ３８，９２３ １９，７２１ １１，４０４

総資産額 １４１，０５７ １２４，２１７ １２９，８７７

責任準備金残高 １７，２５４ ３３，４２１ ３０，７７２

有価証券残高 ０ ０ ０

保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率

（ソルベンシーマージン比率）

３１０．２ ３３３．９ ５６７．１

配当性向 ０ ０ ０

従業員数 ４ ５ ４

３．直近の３事業年度における業務の状況

（１）主要な業務の状況を示す指標等

①正味収入保険料

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 ２９７，７９２ ２９７，７３６

火災 ― ―

医療 ２，５４２ ６，２１８

合計 ３００，３３４ ３０３，９５４

（注）正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払再保険料を控除した金額です。

②元受収入保険料

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 ３８２，５８３ ３８０，７８７

火災 ― ―

医療 ２，５４２ ６，２１８

合計 ３８５，１２５ ３８７，００６

（注）元受収入保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金およびその他返戻金を控除した金額です。
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③支払再保険料

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 ８４，７９１ ８３，０５１

火災 ― ―

医療 ― ―

合計 ８４，７９１ ８３，０５１

※支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金その他再保険収入を控除したものをいいます。

④保険引受利益

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 △６，０６１ ５６７

火災 ― ―

医療 △６６６ △３，７６８

合計 △６，７２７ △３，２０１

（注）保険引受利益とは、正味収入保険料等から、保険金等支払金、責任準備金等繰入額、保険引受

に係る事業費（営業費及び一般管理費）を控除したものです。

⑤正味支払保険金

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 １１９，５００ ９７，９９４

火災 ― ―

医療 １，３５０ ４，７２０

合計 １２０，８５０ １０２，７１４

（注）正味支払保険金とは、元受契約の保険金等から、再保険契約により当社が回収した再保険金を控

除したものです。

⑥元受支払保険金

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 １９７，０００ １９２，９９４

火災 ― ―

医療 １，３５０ ４，７２０

合計 １９８，３５０ １９７，７１４

（注）元受支払保険金とは、当社元受における保険金等から、元受契約に係る求償等により回収した金

額を控除したものです。
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⑦回収再保険金

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度

生命 ７７，５００ ９５，０００

火災 ― ―

医療 ― ―

合計 ７７，５００ ９５，０００

（２）保険契約に関する指標等

①契約者配当金

当該事項はありません。

②正味損害率及び正味事業費率並びに正味合算率

項目 令和６年度 令和７年度

正味損害率 正味事業費率 合 算 率 正味損害率 正味事業費率 合 算 率

生命 40.1% 61.6% 101.7% 32.9% 62.9% 95.8%

火災 ― ― ― ― ― ―

医療 53.1％ 44.1％ 97.2％ 75.9％ 46.4％ 122.3％

合計 40.2％ 61.5％ 101.7％ 33.8％ ６２．６％ 96.4％

※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料

※正味事業費率＝正味事業費（事業費―再保険手数料）÷正味収入保険料

※正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率

③出再控除前の元受損害率及び事業費率並びに合算率

項目 令和６年度 令和７年度

元受損害率 元受事業費率 合 算 率 元受損害率 元受事業費率 合 算 率

生命 51.5％ 48.0％ 99.5％ 50.7％ ４９．２％ 99.9％

火災 ― ― ― ― ― ―

医療 53.1％ 44.1％ 97.2％ 75.9％ 46.4％ 122.3％

合計 51.5％ 48.0％ 99.5％ 51.1％ 49.1％ 100.2％

※元受損害率＝支払保険金÷収入保険料

※元受事業費率＝事業費（事業費―再保険手数料）÷収入保険料

※元受合算率＝元受損害率＋元受事業費率

④出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位 5社の割合

（単位：％）
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再保険会社 令和６年度 令和７年度

ジェネラル・リインシュ

アランス・エイジイ

AA+(Standard&Poor's)100% AA+(Standard&Poor's)100%

⑤支払再保険料の格付けごとの割合

（単位：％）

区分 令和６年度 令和７年度

AA+ 100 100

⑥未収再保険金の額

（単位：千円）

項目 令和６年度 令和７年度

生命 0 0

火災 ― ―

医療 ― ―

合計 0 0

（３）経理に関する指標等

①支払備金

（単位：千円）

項目 令和６年度 令和７年度

普通支払備金 IBNR 支払備金 合 計 普通支払備金 IBNR 支払備金 合 計

生命 ３９，８２９ １，７２６ ４１，５５５ ５３，４４５ ２，７３３ ５６，１７８

火災 ― ― ― ― ― ―

医療 ４７５ ７５ ５５０ ２，０９０ ７６０ ２，８５０

合計 ４０，３０４ １，８０１ ４２，１０５ ５５，５３５ ３，４９３ ５９，０２８

②責任準備金

（単位：千円）

項目 令和６年度 令和７年度

普通責任準備金 異常危険準備金 合 計 普通責任準備金 異常危険準備金 合 計

生命 ２９，４７７ ３，２０４ ３２，６８１ ２６，８３３ ３，１１６ ２９，９４９

火災 ― ― ― ― ― ―

医療 ２５３ ４８７ ７４０ ２６５ ５５８ ８２３

合計 ２９，７３０ ３，６９１ ３３，４２１ ２７，０９８ ３，６７４ ３０，７７２
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③利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高

当該事項はありません。

④損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の変動

（単位：千円）

損害率上昇のシナリオ 発生率が１％上昇すると仮定します。

計算方法 正味既経過保険料×１％

経常損失の増加 令和６年度 令和７年度

３，００３ ３，０４０

（４）資産運用に関する指標等

①資金運用の概況

（単位：千円、％）

令和６年度 令和７年度

金額 構成比 金額 構成比

現預金 ４２，４６５ ３４．２ ６６，８４３ ５１.５

金銭信託 ― ― ― ―

有価証券 ― ― ― ―

運用資産計 ― ― ― ―

総資産 １２４，２１７ １００．０ １２９，８７７ １００．０

②利息配当金収入の額及び運用利回り

（単位：千円、％）

令和６年度 令和７年度

金額 利回り 金額 利回り

現預金 ３２ ０.０７６ １３２ ０.１９８

金銭信託 ― ― ― ―

有価証券 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 ３２ ０.０７６ １３２ ０.１９８
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③保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比

当該事項はありません。

④保有有価証券利回り

当該事項はありません。

⑤有価証券の種類別の残存期間別残高

当該事項はありません。

（５）責任準備金の残高の内訳

＜令和７年度＞ （単位：千円）

科目 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当金準

備金

当期末責任準備

金

死亡保険 ２６，８３３ ３，１１６ ０ ２９，９４９

医療保険 ２６５ ５５８ ０ ８２３

合計 ２７，０９８ ３，６７４ ０ ３０，７７２

＜令和６年度＞

科目 普通責任準備金 異常危険準備金 契約者配当金準

備金

当期末責任準備

金

死亡保険 ２９，４７７ ３，２０４ ０ ３２，６８１

医療保険 ２５３ ４８７ ０ ７４０

合計 ２９，７３０ ３，６９１ ０ ３３，４２１
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Ⅳ．運営に関する事項

１．リスク管理態勢

（１）リスク管理方針

当社は、業務上のリスクについて、状況を正しくとらえ、各部署で担当業務に関連するリスクを管理する

一方、リスクにかかわるモニタリング・重要事項の協議・調整等を行い、組織横断的にリスクの総合的管理を

実施します。 また、当社はこれらのリスクが顕在化しお客様や代理店に重大な影響を及ぼし、当社業務に

著しい支障が生じるような事態が発生した場合には、全社を挙げて迅速かつ適切な措置を講じ、重要な事

項については取締役会に報告するとともに、一刻も早く正常な業務へ復旧することができるように危機管理

体制を構築します。

１．保険引受リスク 保険引受リスクとは、経済情勢や保険事故の発生率等が、保険料設定時の予測に

反して変動することにより保険会社が損失を被るリスクをいいます。 当社では、将来にわたって安定

的で健全な保険引受・保険金支払を行うために、責任準備金・支払備金の積立を適正に行うことで

経営の安定化を図ります。これらを適宜検証し取締役会に報告します。

２．事務リスク 事務リスクとは、役職員および少額短期保険募集人が正確な事務を怠る、あるいは、事

故・不正等を起こすことにより損失を被るリスクをいいます。当社では、あらゆる業務において事務処

理上のミスや事故・不正等が発生する可能性があることを認識し、これらの発生を防ぐ態勢を整えま

す。 また、事務を外部委託する場合においても、社内と同様、適切に事務を遂行できる態勢を整え

ます。

３．システムリスク システムリスクとは、システムのダウンまたは誤作動等の不備、不正使用により損失を

被るリスクをいいます。 当社は、機密性（アクセスを許されていない者から守ること）、完全性（正しい

状態で保持すること）、可用性（いつでも利用できるよう保持すること）を確保する態勢を整えます。

また当社の業務を外部委託する場合においても、社内と同様、適切に業務を遂行できる態勢を整え

ます。

（２）リスク管理体制

当社は各部がリスク管理部門として担当業務に関連するリスクを管理し、組織横断的にリスクの総合的な

管理を実施します。

（３）BCP（事業継続計画）の策定

有事の際の被害・損失の抑制および業務の継続を図るため、事前の対応策として「事業継続計画

(BCP)」を策定しています。特に、情報システムの障害時対応、契約管理等の顧客対応、保険金・給付金支

払い業務、賃金・出納業務の継続対応など、災害や事故を想定したプランを策定し、定期的に見直しを行

うとともに、その内容・結果をコンプライアンス・リスク委員会および取締役会に報告しています。

（４）再保険によるリスク分散

保険引受リスク管理の観点から、保険リスクの一部を再保険に付すことで、リスク分散を通じた収益の安

定化を図っております。再保険会社の選定に当たっては、「コンプライアンス・リスク委員会」において、再

保険会社の財務格付けや財務状況などを勘案し、コンプライアンス・リスク委員会および取締役会にて決

定しております。

出再保険会社の名称：ジェネラル・リインシュアランス・エイジイ
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２．法令遵守の体制

（１）コンプライアンス方針

当社は、コンプライアンスを会社経営上の最重要課題のひとつと位置付け、当社のすべての役職員が、

企業の社会的責任を常に認識し、コンプライアンスを実践する態勢を構築するため、本方針を定めます。

１．基本的な考え方

（１）当社は、事業活動のあらゆる場面でコンプライアンスを徹底し、企業倫理を確立します。

（２）コンプライアンスとは、「当社の事業活動に関連するすべての法令、主務官庁が定める監督指

針・ガイドライン等および会社が定める社内規定（以下これを「法令等」という。） を遵守し、社会

の期待と要請に応えるため誠実かつ公平・公正な活動を実践すること」 とします。

２．コンプライアンス態勢の整備

（１）コンプライアンスに関する重要事項が、経営陣に適切に報告される体制を整備します。

（２）コンプライアンスに関する事項を一元的に管理し、コンプライアンスを推進する部門を定め、必要

な権限を付与するとともに、コンプライアンス実施状況のモニタリングと重要事項の協議・調整を

行います。

（３）当社の役職員がコンプライアンス上問題となる行為を発見した場合の報告・相談体制を整備しま

す。

３．コンプライアンス推進活動の実施

（１） コンプライアンス方針を周知徹底します。

（２）コンプライアンスを徹底するための研修や点検を行います。

（３） コンプライアンス上問題となる行為については、速やかに是正するとともに、原因分析し再発を

防止します。

（２）コンプライアンス体制

当社では各部が所管業務におけるコンプライアンスの徹底等を行い、コンプライアンス部が全社的なコン

プライアンスの推進および徹底を行い、コンプライアンス態勢のモニタリングおよびコンプライアンスに係る

重要事項の協議・調整等を行います。

３．反社会的勢力対応

反社会的勢力に対する方針 当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力を社会から排除

していくことが社会的な課題であることを深く認識し、企業の社会的責任（CSR）・コンプライアンスの観点か

ら、 反社会的勢力を排除するための基本方針を以下のとおり定めます。

１．社会の秩序や安全に脅威を与える暴力団などの反社会的勢力とは、取引関係を含め一切の関

係を遮断します。

２．反社会的勢力による不当要求に備えて組織体制を整備するとともに、警察・弁護士等外部専門

機関と緊密な連携関係を構築します。

３．反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、役職員の安全を最優先に確保するとともに、

組織として対応し、いかなる形態であっても反社会的勢力に対する資金提供や事実を隠蔽する

ための取引は行わず、民事と刑事の両面から法的対応を行います。
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４．指定紛争解決機関

当社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人日本

少額短期保険協会と手続実施基本契約を締結しています。当社との間で問題を解決できない場合には、

同協会に解決の申し立てを行うことができます。

少額短期ほけん相談室（指定紛争解決機関）

TEL 0120-82-1144 FAX 03-3297-0755

【受付時間】 月～金 9：00～12：00 13：00～17：00 （祝日・年末年始休業期間を除く）

５．個人情報の取扱い

当社は、お客様から信頼いただける少額短期保険会社を目指しており、個人情報を適正に取り扱うこと

の重要性について十分に認識し、 個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」といいます。）

その他の関係法令等を遵守し、個人情報を取り扱います。また、当社は個人情報の取扱いが適正に行わ

れるべく、役職員への教育・指導を徹底します。

１．個人情報の取得

当社は、保険契約の新規引受、契約の継続・維持管理、保険金のお支払いその他業務上必要な

範囲内で、かつ、主に申込書やアンケートによる適法で公正な手段により個人情報を取得します。

２．個人情報保護の利用目的

当社は、個人情報の利用目的を、法令に定める場合を除き、次の業務を実施する目的の範囲内で

取り扱います。

１．保険契約の新規引受け、契約の継続・維持管理、保険金のお支払い

２．当社の提携会社・委託先を含む各種商品・サービスのご案内・提供、ご契約の維持管理

３．当社の業務・商品・サービスに関する情報提供

４．再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求

５．お客様からの問い合わせ、依頼等への対応

６．その他上記１から５に附帯する業務ならびに当社の業務、運営を適切かつ円滑に履行するため

に行う業務の実施

３．個人データの第三者への提供

当社は、次の場合を除き個人情報および個人データを第三者に提供しません。

１．あらかじめ、ご本人が同意されている場合

２．法令に基づく場合

３．利用目的の達成に必要な範囲内において、業務を外部（代理店を含む）へ委託する場合

４．再保険の手続きをする場合

５．当社の提携会社・委託先との間で共同利用を行う場合（下記「４．提携会社との共同利用につい

て」をご確認ください。

６．少額短期保険協会等との間で共同利用を行う場合（下記「５．支払時情報交換制度」をご確認く

ださい。）

４．提携会社との共同利用

当社は、発生率の検証を目的として、以下のとおり個人データを共同利用します。

（１）個人データの項目：住所、氏名、電子メールアドレス、性別、生年月日、健康年齢、その他申込
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書に記載された契約内容および保険金支払状況等

（２）個人データ管理責任者：健康年齢少額短期保険株式会社

５．支払時情報交換制度

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および、特定の損害保険会社

とともに保険金等のお支払いまたは、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断の参考とするため

に、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。

６．個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等

当社は、個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示、訂正等、利用停止

等のご請求に適切に対応します。 ご請求につきましては、下記のお問い合わせ窓口までご連絡くだ

さい。 ご請求者がご本人であることをご確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いただ

いたうえで手続を行い、後日、原則として書面で回答します。 なお、利用目的の通知および開示のご

請求につきましては、当社所定の手数料をいただきます。

７．個人データの管理

当社は、個人データについて、漏えい、滅失またはき損の防止等に努め、適切な安全管理措置を

実施します。 また、当社は、外部に個人データの取扱いを委託する場合は、委託先の情報管理態勢

を確認するなど必要かつ適切な監督を行います。

８．お問い合わせ窓口

当社は、個人情報の取扱いに関する苦情・相談に対し適切かつ迅速に対応します。 当社の個人

情報の取扱いや保有個人データ等に関するご照会・ご相談につきましては、下記までお問い合わせく

ださい。

【各種ご相談・お問い合わせ窓口】

〒105－0003 東京都港区西新橋 3－23－6 第一白川ビル 1 階

健康年齢少額短期保険株式会社

03-6435-9781

受付時間 9：30～18：30（土日・祝日、年末年始の休業日を除く）
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Ⅴ．直近の２事業年度における財産の状況に関する事項

１．計算書類等

（１）貸借対照表

(単位：千円)

科目 令和６年度末

（令和７年３月３１日現在）

令和７年度末

（令和８年３月３１日現在）

資産の部

現金及び預金 ４２，４６５ ６６，８４３

有形固定資産 １４０ １０４

無形固定資産 ５，２５５ ４，１３６

再保険貸 ― ―

その他の資産 ３６，１８５ ３１，７９４

繰延資産 １３，１７２ ―

供託金 ２７，０００ ２７，０００

資産の部合計 １２４，２１７ １２９，８７７

科目 令和６年度末

（令和７年３月３１日現在）

令和７年度末

（令和８年３月３１日現在）

負債の部

保険契約準備金 ７５，５２６ ８９，８００

支払備金 ４２，１０５ ５９，０２８

責任準備金 ３３，４２１ ３０，７７２

再保険借 ２２，３７４ ２１，００２

その他負債 １０，２８７ １１，３４５

未払法人税等 ７４８ ７４９

未払金 ７，４４９ ８，３８９

未払費用 ４２０ ５５５

預り金 １，６７０ １，６５２

仮受金 ０ ０

負債の部合計 １０８，１８７ １２２，１４７

純資産の部

資本金 １７１，０００ １７６，０００

資本剰余金 １５１，０００ １５６，０００

利益剰余金 △３０５，９７０ △３２４，２７０

純資産の部合計 １６，０３０ ７，７３０

負債及び純資産合計 １２４，２１７ １２９，８７７
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（２）損益計算書

(単位：千円)

科目 令和６年度末

（令和７年３月３１日現在）

令和７年度末

（令和８年３月３１日現在）

経常収益 ４８７，７６７ ４８５，２７４

保険料等収入 ４６２，６２５ ４８２，００６

再保険収入 ７７，５００ ９５，０００

再保険手数料 ０ ０

再保険返戻金 ０ ０

その他再保険収入 ０ ０

責任準備金等戻入 １５，９６０ ２，６４９

資産運用収益 ３２ １３２

その他経常収益 ９，１５０ ４８６

経常費用 ５０６，８８２ ５０３，２８４

保険金等支払金 ２８３，１４１ ２８０，７６４

責任準備金等繰入額 １７，４７１ １６，９２３

事業費 １８６，１０２ １９２，４２４

その他経常費用 ２０，１６８ １３，１７２

経常利益 △１９，１１５ △１８，０１０

税引前当期純利益 △１９，１１５ △１８，０１０

法人税･住民税 ２９０ ２９０

当期純利益 △１９，４０５ △１８，３００



21

（３）キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

科 目 自 令和６年４月１日

至 令和７年３月３１日

自 令和７年４月１日

至 令和８年３月３１日

営業活動によるキャッシュ・フロー

保険料の収入

保険金等支払による支出

事業費の支出

供託金

再保険借の減少額

その他

小 計

利息及び配当金等の受取額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

４６２，５６２

△２８３，１４１

△１８５，２７７

０

△１，３７１

２４５

△４，９３６

３２

△１，０１２

△５，９１６

４７７，２５９

△２８０，７６４

△１９０，０１０

０

△６１７

９，４９３

１５，３６１

１３２

△１，１１５

１４，３７８

投資活動によるキャッシュ・フロー

保証金支払による支出

保険業法第 113 条繰延資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

０

０

△５，２８０

０

０

0

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入

借入による収入

借入による支出

その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

０

０

０

０

０

１０，０００

０

０

０

１０，０００

現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ ０

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △１１，１９６ ２４，３７８

現金及び現金同等物期首残高 ５３，６６１ ４２，４６５

現金及び現金同等物期末残高 ４２，４６５ ６６，８４３
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（４）株主資本等変動計算書

自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日 （単位：千円）

株主資本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 171,000 151,000 151,000 △305,970 △305,970 16,030 16,030

当期変動額 ５，０００ 5,000 5,000 0 0 １０，０００ １０，０００

当期純利益

（△当期純損失）

0 0 0 △18,300 △18,300 △18,300 △18,300

当期変動額合計 ５，０００ ５，０００ ５，０００ △１８，３０

０

△１８，３００ △８，３０

０

△８，３０

０

当期末残高 １７６，００

０

156,000 156,000 △324,270 △324,270 7,730 7,730

自 令和６年４月１日 至 令和７年３月３１日 （単位：千円）

株主資本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
株主資本合計

資本準備金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 171,000 151,000 151,000 △286,565 △286,565 35,435 35,435

当期変動額 0 0 0 0 0 0 0

当期純利益

（△当期純損失）

0 0 0 △19,405 △19,405 △19,405 △19,405

当期変動額合計 ０ ０ ０ △１９，４０

５

△１９，４０５ △１９，４

０５

△１９，４

０５

当期末残高 171,000 151,000 151,000 △305,970 △305,970 16,030 16,030

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ ． 固定資産の減価償却方法

有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（ 附属設備を除く） につ

いては旧定額法、平成19 年4 月1 日以後に取得した建物（ 附属設備を除く） については定額法、平成

28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

無形固定資産

定額法を採用しています。

２ ． 棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用しています。

３ ． 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式を採用しています。
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４ ． 責任準備金は、保険業法第 116 条規定に基づく準備金です。

Ⅱ． 貸借対照表等に関する注記

１ ． 有形固定資産の減価償却累計額 ３７８，７１３ 円

２ ． 保険業法第 113 条繰延資産

保険業法第 272 条の 18 において準用する同法第 113 条繰延資産への繰入額および償却額の計算

は定款の規定に基づいております。

令和 8年 3月末における当該資産計上額は０円です。

Ⅲ． 株主資本等変動計算書に関する注記

１ ． 当事業年度末における発行済株式の種類及び数

普通株式 35,400 株

Ⅳ． 一株当たり情報に関する注記

１ ． 一株当たり純資産額２１８円３４銭

２ ． 一株当たり当期純利益▲５１６円９５銭
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２．保険金等の支払能力の充実の状況を示す比率（SM比率）

（単 位 ：千 円 、％）

令和６年度 令和７年度

（１）ソルベンシー・マージン総額 6,549 11,404

1 純資産の部の合計額（繰延資産等控除後の額） 2,85８ 7,730

2 価格変動準備金

3 異常危険準備金 3,691 3,674

4 一般貸倒引当金

⑤ その他有価証券評価差額（税効果控除前）（99％又は 100％）

5 土地の含み損益（85％又は 100％）

⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）

⑧ 将来利益

⑨ 税効果相当額

⑩ 負債性資本調達手段等

告示(第 14 号)第２条第３項第５号イに掲げるもの（⑩(a)）

告示(第 14 号)第２条第３項第５号ロに掲げるもの（⑩(b))

(2) リスクの合計額√[Ｒ12+Ｒ22]+Ｒ3+Ｒ4 3,922 4,022

保険リスク相当額 3,691 3,674

一般保険リスク相当額 3,691 3,674

巨大災害リスク相当額

Ｒ2 資産運用リスク相当額 840 1,230

価格変動等リスク相当額

信用リスク相当額 424 668

子会社等リスク相当額

再保険リスク相当額 416 562

再保険回収リスク相当額

Ｒ3 経営管理リスク相当額 136 147

(3) ソルベンシー・マージン比率 (1)/｛(1/2)×(2)｝ 333.9 567.1

３．取得価額または契約価額、時価および評価損益

（１） 有価証券

当該事項はありません。

（２） 金銭信託

当該事項はありません。
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４. 計算書類に関する会計監査人の監査証明の有無

金融商品取引法第 193 条の 2 の規定に基づく公認会計士または監査法人の監査は受けておりません。
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